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（小・中学校医療的ケア看護師派遣業務） 

労働者派遣契約書（案） 

１ 業 務 名 令和８年度・令和９年度吹田市立小・中学校医療的ケア看護師派遣業務 

２ 場 所 別紙仕様書のとおり 

３ 履 行 期 間 契約締結日 から 令和 10年３月３１日 まで 

４ 
派 遣 料 金 

単 価 

次のとおり。また、いずれも消費税及び地方消費税を含む。 

 ⑴ 基本単価 １時間につき ●●●円 

 ⑵ 超過単価 １時間につき ●●●円 

 ⑶ 深夜単価 １時間につき ●●●円 

５ 契 約 の 保 証 第３条第１項第１号 

 

吹田市（以下「派遣先」という。）と株式会社●●（以下「派遣元」という。）は、各々の対等な立場

における合意として、派遣元が雇用する派遣労働者を労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者

の保護等に関する法律（昭和６０年法律第８８号、以下「労働者派遣法」という。）に基づき派遣先に派

遣する上記派遣業務について次のとおり派遣契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとす

る。 

この契約の証として本書２通を作成し、派遣先と派遣元記名押印のうえ、各自１通を保有する。 

 

令和 ７年 １１月 ●●日 

 

派遣先 吹 田 市 

代表者  吹田市長  後藤 圭二            印 

  

派遣元 ●●都道府県●●市町村●● 

株式会社●●、●●株式会社 

代表取締役 ●●                    ㊞ 

 

※本案を基に、落札者と協議の上、必要に応じて修正するものとします。 
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（目的及びこの契約の適用） 

第１条 派遣元はこの契約書及び別紙の仕様書に基づき、派遣元の雇用する労働者（以下「派遣労働者」とい

う。）を派遣先に派遣し、派遣先は労働者を指揮命令して、労働者派遣法及び同法施行令に定められた適用対

象業務に従事させることを目的とする。 

２ この契約書に定める事項は、この契約の履行期間中、特に定めのない限り、派遣先と派遣元において別途締

結する個別派遣契約にも適用されるものとする。 

（法令上の責任） 

第２条 派遣元は、この派遣業務の履行に当たり、労働者派遣法、労働基準法（昭和２２年法律第４９号）、最

低賃金法（昭和３４年法律第１３７号）、労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）その他関係法令を遵守

しなければならない。 

（契約の保証） 

第３条 派遣元は、この契約の締結と同時に、次の各号のいずれかに掲げる保証を付さなければならない。 

⑴ 契約保証金の納付 

⑵ 契約保証金に代わる担保となる有価証券等の提供 

⑶ この契約による債務の不履行により生ずる損害金の支払を保証する銀行、派遣先が確実と認める金融機関

又は保証事業会社（公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和２７年法律第１８４号）第２条第４項

に規定する保証事業会社をいう。以下同じ。）の保証 

⑷ この契約による債務の履行を保証する公共工事履行保証証券による保証 

⑸ この契約による債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険契約の締結 

２ 前項の保証に係る契約保証金の額、担保の価値（有価証券の場合にあっては時価の１０分の８の額）、保証

金額又は保険金額は、派遣業務単価に派遣見込時間数を乗じて得た額の１００分の１０以上としなければなら

ない。ただし、派遣先が、特に必要があると認めたときは、この限りでない。 

３ 派遣元が第１項第３号から第５号までのいずれかに掲げる保証を付す場合は、当該保証は第１２条第２項各

号に規定する者による契約の解除の場合についても保証するものでなければならない。 

（権利義務の譲渡等） 

第４条 この契約によって生ずる派遣元の権利又は義務は、第三者にこれを譲渡し、又は承継させてはならな

い。ただし、あらかじめ、派遣先の書面による承諾を得た場合は、この限りでない。 

（派遣業務の調査等） 

第５条 派遣先は、必要と認めるときは派遣元に対して派遣業務の実施状況につき、調査をし、又は報告を求め

ることができる。 

（業務内容の変更等） 

第６条 派遣先は、必要がある場合には派遣労働者の業務の内容を変更し、又は派遣労働者の業務を一時中止す

ることができる。この場合において、派遣業務単価又は履行期間を変更する必要があるときは、派遣先と派遣

元が協議して書面によりこれを定める。 

（業務の実施に関して生じた損害の負担） 

第７条 派遣労働者の業務の実施に関して生じた損害（第三者に及ぼした損害を含む。）は、派遣元が負担する

ものとする。ただし、その損害が派遣先の責めに帰すべき理由により生じたときはこの限りでない。 

（派遣料金の請求及び支払） 

第８条 派遣元は、派遣先に対し、月ごとに、頭書の派遣料金単価及び次の各号の規定に基づき算定した派遣料

金の合計額を翌月１０日までに請求するものとする。 

⑴ 派遣労働者が１日に８時間以内で勤務し、かつ同一週に40時間以内で勤務したときは、当該分について、
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頭書の派遣料金単価の⑴基本単価に当該勤務時間数（１時間未満の端数があるときは、切り上げる。）を

乗じた金額を派遣料金とする。 

⑵ 派遣労働者が１日に８時間を超えて勤務をしたとき、または、同一週に４０時間を超えて勤務をしたとき

は、当該分について、頭書の派遣料金単価の⑵超過単価に当該勤務時間数（１時間未満の端数があるとき

は、切り上げる。）を乗じた金額を派遣料金とする。 

⑶ 派遣労働者が２２時から翌５時までに勤務をしたときは、当該分について、頭書の派遣料金単価の⑶深夜

単価に当該勤務時間数（１時間未満の端数があるときは、切り上げる。）を乗じた金額を派遣料金とす

る。 

⑷ 公共交通機関の遅延により遅刻した時間があるときは、前３号の時間の算定にこれを含める。 

２ 派遣元が負担した派遣労働者の宿泊費（朝食・夕食込）及び交通費等であって、仕様書に定めるものがある

ときは、その実費分について、前項の派遣料金と合わせて請求するものとする。 

３ 派遣元は、前２項の請求を行うときは、次に掲げる書類を派遣先に提出しなければならない。 

⑴ 請求書 

⑵ 当該月に派遣した派遣労働者の氏名及び該当月分の派遣時間数等がわかる書類 

⑶ 当該月に派遣した派遣労働者の該当月分の出退勤状況がわかる書類 

⑷ 当該月に派遣した派遣労働者が公共交通機関の遅延により遅刻した場合は、当該公共交通機関が発行した

遅延証明書 

⑸ 当該月に宿泊費（朝食・夕食込）、交通費等の実費負担をした金額及び内訳等がわかる書類 

４ 派遣先は、前項の書類による支払請求が適法と認めたときは、請求日から３０日以内に請求金額を支払うも

のとする。 

（派遣先の解除権） 

第９条 派遣先は、派遣元が次の各号のいずれかに該当するときは、相当の期間を定めてその履行の催告をし、

その期間内に履行がないときはこの契約を解除することができる。ただし、その期間を経過した時における債

務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは、この限りでない。 

⑴ 正当な理由がなく派遣業務に着手しないとき。 

⑵ 派遣業務を実施する見込みがないと認められるとき。 

⑶ この契約に違反したとき。 

第９条の２ 派遣先は、この契約に関し、派遣元が次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにこの契約を解

除することができる。 

⑴ この契約に違反し、その契約の違反により契約の目的を達することができないと認められるとき。 

⑵ 第１０条の規定によらないで契約の解除を申し出たとき。 

⑶ 公正取引委員会が、派遣元に違反行為があったとして私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律

（昭和２２年法律第５４号）第４９条に規定する排除措置命令（排除措置命令がなされなかった場合にあ

っては、同法第６２条第１項に規定する納付命令）を行い、これが確定したとき。 

⑷ 派遣元（派遣元が法人の場合にあっては、その役員又はその使用人）の刑法（明治４０年法律第４５号）

第９６条の６又は同法第１９８条の規定による刑が確定したとき。 

⑸ 派遣元が労働者派遣法等関係諸法令に違反して、労働者派遣事業の許可を取り消され、若しくは事業停止

命令を受け、又はその有効期間の更新ができなかったとき。 

第９条の３ 派遣先は派遣元が次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにこの契約を解除することができ

る。 

⑴ 役員等（派遣元が個人である場合にはその者を、派遣元が法人である場合にはその法人の役員又はその支
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店若しくは営業所（常時業務の請負契約を締結する事務所をいう。）を代表する者をいう。）又は経営に

事実上参加している者が暴力団員であると認められるとき。 

⑵ 役員等又は経営に事実上参加している者が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者

に損害を加える目的をもって、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員を利用するなどしたと認め

られるとき。 

⑶ 役員等又は経営に事実上参加している者がいかなる名義をもってするかを問わず、暴力団又は暴力団員に

対して、金銭、物品その他の財産上の利益を不当に与えたと認められるとき。 

⑷ 役員等又は経営に事実上参加している者が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有してい

ると認められるとき。 

第９条の４ 派遣先は、履行期間の途中に、前３条の規定によるほか、必要があるときは、契約を解除すること

ができる。 

２ 前項又は次条の規定により、契約が解除された場合において、派遣元が既に派遣業務を実施した部分がある

ときは、派遣先は、その部分に相応する派遣料金を派遣元に支払うものとする。 

（派遣元の解除権） 

第１０条 派遣元は、次の各号のいずれかに該当するときは、派遣先と協議のうえ契約を解除することができ

る。 

⑴ 第６条の規定により派遣労働者の業務内容を変更したため派遣料金が３分の２以上減少したとき。 

⑵ 派遣先が契約に違反し、その違反によって派遣業務を実施することが不可能となるに至ったとき。 

（談合等不正行為があった場合の賠償額の予定等） 

第１１条 派遣元がこの契約に関して第９条の２第３号又は第４号に該当したときは、派遣先が契約を解除する

か否かを問わず、派遣元は、賠償金として、基本分単価に派遣見込時間数を乗じて得た額の１００分の１０に

相当する額を派遣先の指定する期間内に支払わなければならない。ただし、第９条の２第４号のうち、派遣元

の刑法第１９８条の規定による刑が確定した場合は、この限りでない。 

２ 前項の規定は、この契約又は個別派遣契約の終了後も適用するものとする。 

３ 第１項の規定は、派遣先に生じた実際の損害額が同項に規定する賠償金の額を超える場合において、派遣先

がその超える分について派遣元に対し賠償を請求することを妨げるものではない。 

（契約が解除された場合等の違約金） 

第１２条 次の各号のいずれかに該当する場合においては、派遣元は、基本分単価に派遣見込時間数を乗じて得

た額の１００分の５に相当する額を違約金として派遣先の指定する期間内に支払わなければならない。 

⑴ 派遣先が第９条、第９条の２又は第９条の３の規定に基づきこの契約を解除した場合 

⑵ 派遣元がその債務の履行を拒否し、又は、派遣元の責めに帰すべき事由によって派遣元の債務について履

行不能となった場合 

２ 次に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第２号に該当する場合とみなす。 

⑴ 派遣元について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成１６年法律第７５号）の規定に

より選任された破産管財人 

⑵ 派遣元について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の

規定により選任された管財人 

⑶ 派遣元について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の

規定により選任された再生債務者等 

３ 第１項の場合において、第３条の規定により契約保証金の納付、担保の提供等の契約の保証が付されている
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ときは、派遣先は当該契約保証金、担保、保証事業会社から支払われる保証金又は保険会社から支払われる保

険金等をもって違約金に充当することができる。 

４ 第１項及び前項の規定は、派遣先に生じた実際の損害額が第１項に規定する違約金の額を超える場合におい

て、派遣先がその超える分について派遣元に対し賠償を請求することを妨げるものではない。 

（違約金等の控除） 

第１３条 派遣元がこの契約に基づく違約金等を派遣先の指定する期間内に支払わないときは、派遣先は派遣料

金のうちからその金額を控除し、なお不足を生ずるときは追徴する。 

（秘密の保持） 

第１４条 派遣元及び派遣労働者は、派遣労働者の業務の処理上知り得た秘密を他人に漏らしてはならない。事

由の如何を問わずこの契約又は個別契約終了後においても同様とする。 

２ 派遣元及び派遣労働者は派遣労働者の業務の履行過程において得られた記録等を他人に閲覧させ、複写さ

せ、又はその写しを譲渡してはならない。 

（従業員研修） 

第１５条 派遣元は、派遣労働者に、業務内容、接遇、人権啓発及び火災、地震等の緊急時の対応に関する研修

その他業務遂行上必要な研修を行うものとする。 

（派遣業の許可） 

第１６条 派遣元は、派遣先に対して、労働者派遣法に基づき労働者派遣事業の許可を受けていることを明示す

るとともに、許可番号を提示しなければならない。 

２ 派遣元は、前項により明示した労働者派遣事業の許可について、この履行期間中に、労働者派遣法第１０条

に定める有効期間が満了した場合には、その更新を受けていることを明示しなければならない。 

（個別派遣契約） 

第１７条 派遣先と派遣元は、派遣元が派遣先に労働者派遣を行う都度、この契約に基づき個別派遣契約を締結

する。個別派遣契約には、労働者派遣法の定めに基づき、派遣労働者の従事する業務内容、就業場所、派遣期

間、その他の必要な事項について規定するものとする。 

２ 派遣元は、個別派遣契約に基づく派遣就業の目的達成に適する労働者の派遣を行い、派遣先に対し、当該派

遣労働者の氏名、性別、その他労働者派遣法及び同法施行規則に定める事項を通知しなければならない。 

（派遣労働者の特定を目的とする行為の制限） 

第１８条 派遣先は、この契約を締結するに際し、紹介予定派遣の場合を除き、派遣労働者を特定することを目

的とする行為（受け入れる派遣労働者を選別するために行う事前面接、履歴書の送付要請、若年者等への限

定、性別の限定、派遣労働者の指名等）をしてはならない。また、派遣元は、これらの行為に協力してはなら

ない。 

２ 前項の規定は、派遣労働者又は派遣労働者となろうとする者が、派遣就業を行う派遣先として、適当である

かどうかを確認する等のため自らの判断の下に派遣就業開始前の事業所訪問若しくは履歴書の送付又は派遣期

間中の派遣終了後の直接雇用を目的とした履歴書の送付を行うことについては、適用しない。 

（派遣可能期間と抵触日の通知等） 

第１９条 派遣先と派遣元は、派遣就業の場所ごとの同一業務について、派遣可能期間（３年間、ただし、意見

聴取手続を経て延長された場合は延長された期間を合わせた期間）を超えて、派遣労働者を受け入れ、又は派

遣してはならない。 

２ 派遣先は、個別派遣契約を締結するに当たり、あらかじめ、派遣元に対し、派遣受入可能期間の制限に抵触

することとなる最初の日（以下「抵触日」という。）を書面の交付等により通知するものとする。個別派遣契

約の締結後に、派遣先において派遣受入期間を定め、又はこれを変更する場合も、その都度、派遣元に対し
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て、同様の方法により抵触日の通知をするものとする。 

３ 派遣先と派遣元は、前項の通知がなかった場合には、個別派遣契約を締結してはならず、また、個別派遣契

約締結後に派遣受入期間を定め、又はこれを変更する場合、相当な期間内に前項の通知がなされない場合は、

当該個別派遣契約は、当該相当な期間を経過した日に、当然に将来に向かって解除されるものとする。 

（責任者の選任） 

第２０条 労働者派遣法及び同法施行規則の定めに基づき、派遣先は、派遣先の派遣先責任者（以下「派遣先責

任者」という。）を、派遣元は、派遣元の派遣元責任者（以下「派遣元責任者」という。）をそれぞれ選任し

なければならない。 

２ 派遣先責任者は、派遣労働者を指揮命令する者に対して、個別派遣契約に定める事項を遵守させるほか、適

正な派遣就業の確保のための措置を講じなければならない。 

３ 派遣元責任者は、派遣労働者の適正な就業確保のための措置を講じなければならない。 

（指揮命令者） 

第２１条 派遣先は、派遣労働者に対して直接指揮命令を行う者（以下「指揮命令者」という。）を選任しなけ

ればならない。 

２ 指揮命令者は、派遣労働者の業務の処理について、派遣労働者を指揮命令し、派遣労働者が安全、正確かつ

適切に業務を処理できるよう，業務の方法その他必要な事項を派遣労働者に周知・指導するものとする。 

３ 指揮命令者は、前項に規定するもののほか、派遣先の職場の秩序及び規律の維持のために必要な事項を派遣

労働者に指示することができるものとする。 

（苦情処理） 

第２２条 派遣先と派遣元は、派遣労働者からの苦情の申し出を受ける担当者を選任し、派遣労働者から申し出

を受けた苦情の処理方法、派遣先と派遣元の連絡体制等を定め、個別派遣契約書に記載しなければならない。 

２ 派遣先と派遣元は、派遣労働者から苦情の申し出があった場合には、互いに協力して迅速な解決に努めなけ

ればならない。 

３ 前項により苦情を処理した場合には、派遣先と派遣元はその結果について必ず派遣労働者に知らせなければ

ならない。 

（適正な就業の確保） 

第２３条 派遣元は、派遣先が派遣労働者に対し、個別派遣契約に定める労働を行わせることにより、労働基準

法等の法令違反が生じないよう労働基準法等に定める時間外、休日労働協定、その他所定の法令上の手続等を

とるとともに、適正な就業規則を定め、派遣労働者に対し、適正な労務管理を行い、派遣先の指揮命令等に従

って職場の秩序・規律・営業秘密を守り、適正に業務に従事するよう派遣労働者を教育、指導しなければなら

ない。 

２ 派遣先は、派遣労働者に対し、労働基準法等の諸法令並びにこの契約及び個別派遣契約に定める就業条件を

守り派遣労働者を労働させるとともに、当該派遣就業が適正かつ円滑に行われるようにするため、セクシャル

ハラスメントの防止等適切な就業環境の維持及び派遣先の職員が通常利用している施設の利用等便宜供与に努

めるものとする。 

３ 派遣先は、派遣元が行う派遣労働者の知識、技術、技能等の教育訓練及び安全衛生教育並びに派遣労働者の

自主的な能力開発について可能な限り協力するほか、派遣労働者と同種の業務に従事する派遣先の労働者に対

する教育訓練等については、派遣労働者もその対象とするよう必要に応じた教育訓練に係る便宜を図るよう努

めなければならない。 

４ 派遣元は、派遣労働者が業務を円滑に遂行するうえで有用な物品（例えば安全衛生保護具など）の貸与や教

育訓練の実施をはじめとする派遣労働者の福利厚生等の措置について、必要に応じ、派遣先に雇用され、派遣
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労働者と同種の業務に従事している労働者との均衡に配慮して、必要な就業上の措置を講ずるよう努めなけれ

ばならない。また、派遣先は、派遣元の求めに応じ、派遣労働者と同種の業務に従事している労働者等の福利

厚生等の実状を把握するために必要な情報を派遣元に提供する等の協力に努めなければならない。 

５ 派遣先の派遣労働者に対する業務遂行上の指揮命令は、指揮命令者が行うものとし、指揮命令者の不在の場

合の代行命令者についても、派遣労働者にあらかじめ明示しておくよう努めるものとする。 

（安全衛生等） 

第２４条 派遣先と派遣元は、関係法令に規定を遵守し、派遣労働者の労働基準・安全衛生の確保に努めるもの

とする。 

２ 派遣先は、派遣元から派遣労働者に係る雇入れ時の安全衛生教育の委託の申し入れがあった場合には、可能

な限りこれに応じるよう努める等、派遣労働者の安全衛生教育に必要な協力や配慮を行うものとする。 

３ 派遣先は、労働安全衛生法に基づき、派遣労働者の危険又は健康障害を防止するための措置を講ずるととも

に、派遣労働者の安全衛生管理につき適切な管理を行うものとする。派遣元は、派遣先の行う安全衛生管理に

協力し、派遣労働者に対する教育・指導等を怠らないように努めなければならない。 

４ 万一、派遣労働者について派遣中に労働災害が発生した場合については、派遣先は、派遣元に直ちに連絡し

て対応するとともに、労働者死傷病報告書の提出については、派遣先と派遣元のそれぞれが所轄労働基準監督

署長に提出するものとする。なお、派遣先は、所轄労働基準監督署長に提出した報告書の写しを派遣元に送付

しなければならない。 

（業務上災害等） 

第２５条 派遣就業に伴う派遣労働者の業務上災害については、派遣元が労働基準法に定める使用者の災害補償

責任並びに労働者災害補償保険法に定める事業主の責任を負わなければならない。通勤災害については、派遣

元の加入する労働者災害補償保険法により派遣労働者は給付を受けるものとする。 

２ 派遣先は、派遣元の行う労災保険の申請手続等について必要な協力をしなければならない。 

（年次有給休暇） 

第２６条 派遣元は、派遣労働者から年次有給休暇の申請があった場合には、原則として、派遣先へ事前に通知

しなければならない。 

２ 派遣先は、派遣労働者の年次有給休暇の取得に協力するものとする。ただし、通知された日の取得が業務の

正常な運営に支障をきたすときは、派遣先は派遣元にその具体的な事情を明示して、派遣先と派遣元の協議の

うえで、派遣元が当該派遣労働者に対し取得予定日を変更するよう依頼し、又は派遣元に必要な代替者の派遣

を要求することができる。 

（非常変災時の勤務） 

第２７条 気象警報その他の事由による臨時休業等により、終日授業が行われない日は、派遣労働者の就業を要

しない。ただし、他日に振替授業が行われる場合は、原則として、その日に派遣労働者を就業させること。 

（雇用、再派遣等の禁止） 

第２８条 派遣先は、個別派遣契約期間中は派遣元の派遣労働者を雇用してはならない。 

２ 派遣元は、他の労働者派遣業者から派遣を受けた派遣労働者を派遣先に再派遣してはならない。 

３ 派遣元は、派遣業務の処理を他に委託し、又は請け負わせてはならない。 

（派遣労働者の採用） 

第２９条 派遣先は、労働者派遣法第４０条の７の規定に基づき派遣労働者を採用する場合は、あらかじめ、派

遣元にその旨を通知するものとする。 

２ 派遣先が、労働者派遣法第４０条の７の規定に基づき派遣労働者を採用した場合においては、派遣先、派遣

元及び派遣労働者の３者の合意の下、派遣元及び派遣労働者は退職手続をとらなければならない。 
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（派遣労働者等の個人情報の保護と適正な取扱い） 

第３０条 派遣元が派遣先に提供することができる派遣労働者の個人情報は、労働者派遣法第３５条及び同法施

行規則の規定により派遣先に通知すべき事項のほか、当該派遣労働者の業務遂行能力に関する情報に限るもの

とする。ただし、利用目的を示して当該派遣労働者の同意を得た場合又は他の法律に定めのある場合は、この

限りでない。 

２ 派遣先と派遣元は、業務上知り得た派遣労働者の個人情報、関係者の個人情報及び個人の秘密を正当な理由

なく他に洩らし、又は開示する等してはならない。 

（公益通報者の保護） 

第３１条 派遣先と派遣元は、派遣労働者が公益通報者保護法に基づき公益通報対象事実等を通報したことを理

由として、派遣先において個別派遣契約の解除、派遣労働者の交替を求めること、その他不利益な取扱いをし

てはならず、派遣元においては派遣労働者に対して解雇その他不利益な取扱いをしてはならない。 

（補則） 

第３２条 この契約書に定めのない事項については吹田市財務規則（昭和３９年吹田市規則第１４号）の定める

ところに従い、同規則に定めのない事項については、派遣先と派遣元が協議して定める。 


